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（１）令和７年度当初予算の全体像  

（（１１））新新たたななままちちづづくくりりにに向向けけてて  

新たな町政運営の総合的な指針である、第３次長期総合計画の 

完成を見据え、着実にまちづくりを進めていくとともに、町民に 

寄り添った行政運営を心がけてまいります。 

 

施策、事業の基本的な考え方 

（（２２））予予算算要要求求  

新年度予算は次の４つの基本方針を掲げ、予算編成を行いま 

した。 

１． 限られた財源の中、「町民の声」に最大限応えていくため、財源創出

の工夫により、地域要望や住民ニーズに対応すること。 

２． 風通しの良い職場づくりに努め、様々なイノベーションを 

引き出しながら、積極的な協議や事業を提案すること。 

３． 町民へのきめ細やかな情報発信に努め、町外へは魅力的な情報発

信に取り組むこと。 

４． SDGｓに視座を置き、「誰一人取り残さない」基本理念のもと、新長期 

総合計画に掲げる施策に取り組むこと。 
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限りある予算の中、町民の皆様の安心安全な暮らしを支えるため 

「より効率的かつ効果的な施策の実施」を念頭に、「予算の新規、拡充

措置」だけでなく「事業継続による支援、取組み」「協議会等の活用」

「市町及び民間企業との連携」等を相乗させ、総合的に取り組みます。 

予算・新規、拡充 

 

定住、空き家活用、 

企業（人財）誘致 

教育、子育て、地域福祉 

産業発展、担い手確保 

観光振興 

危機管理 防災対策 等 

子子子、、、孫孫孫世世世代代代ががが誇誇誇りりりをををもももっっっててて   

住住住みみみ続続続けけけてててくくくれれれるるるまままちちちづづづくくくりりり   

  

新新たたなな長長期期総総合合計計画画  
 

継続支援・取組み 

各種助成金 

施設・道路維持管理 

環境、教育の島 

交流人口、関係人口 

PR 促進 

ワンストップサービス 

等 

協議会等の活用 

連携協定促進 

造船・海運、農林水産業 

地域コミュニテイ 

協議会の活性化  

カーボンニュートラル 

ふるさと納税 等 

市町・民間企業等との連携 

補正予算措置 

（１）令和７年度当初予算の全体像  
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「子・孫世代が誇りをもって住み続けてくれるまち」 
に向け、喫緊の課題に対する施策に重点配分を行いました。 

定住促進住宅1,119、町営住宅14,891、垂水住宅3,851、その他住宅維持管理費408 20,269
定住促進用住宅管理運営事業（ﾄﾗｲｱﾙﾊｳｽ）（アシスト自転車購入633） 2,208

交流・定住促進事業（定住ﾌｪｱ、ｲﾍﾞﾝﾄ開催等） 4,821

教育の島推進事業（親子ワーケーション事業818） 3,522

介護資格取得等支援補助金支給事業 600

サテライトオフィス運営事業（ｵﾌｨｽ誘致補助金672） 3,797

定住・企業（人財）誘致・PR促進  （千円） 395,881

ふるさと納税推進事業 27,797

医療及び福祉従事者奨学金返還支援補助事業 180
社会福祉人材育成定着事業400、医療及び福祉従事者就職支援金3,160 3,560

一時滞在施設運営事業（大串・木江） 1,113

住宅新築改築助成事業（住宅新築改築、空き家活用） 20,000

定住促進住宅建設事業（設計監理、用地取得、工事） 308,014

シルバー人材センター事業 14,512

患者輸送車等管理運営費（救急艇等） 1,556

通所及び通勤等交通費助成事業 789
身体・知的障害者通院助成300、じん臓障害者通院助成事業3,024 3,324

救急搬送患者等宿泊費補助事業 150

保健衛生諸費（骨髄ﾄﾞﾅｰ助成140、在宅当番医、輪番制病院運営事業） 8,382

緊急通報体制等整備事業 991
在宅介護支援センター事業 2,502
放課後デイサービス事業 20,533
【介護】一般介護予防事業（いきいき百歳、高齢者巡回、脳いきいき等） 10,992

診療所運営費（耳鼻科診療所 院内処方開始） 4,220
【介護】認知症初期支援983、地域・ケア向上支援3,410 4,393

地域福祉対策・医療体制確保　 （千円） 124,373

外出支援サービス事業6,658、配食サービス事業19,200 25,858
電動車いす購入費助成事業 800

あんしん見守り事業 2,589

予防接種事業費（予防接種被害調査8、高齢者ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ） 22,782

災害対策費（避難の呼びかけ体制構築575 等） 6,676

集会施設整備事業（太陽光発電設備設置） 51,444
水防諸費（監視ｶﾒﾗ）1,176、西野干拓排水機5,022、垂水排水機場管理費14,229 20,427
非常備消防諸費6,430、団員報酬8,433、災害出動費6,010 20,873

危機管理、防災対策　　　　  （千円） 645,608

常備消防運営費（高規格救急車整備41,218等） 280,862

地域支え合い体制整備事業（避難行動要支援者台帳ｼｽﾃﾑ改修等） 2,169
防災無線等維持管理費（ﾊﾞｯﾃﾘｰ交換3,410、機器取替工事4,620） 16,552

消防・防災設備機材等整備費（備蓄倉庫新設208,646、消防屯所AED設置7,590） 246,605

（２）重点配分施策・事業推進 
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新規就農支援事業（農業機械購入、研修先補助等） 4,720
新規就農者育成交付金事業（国制度 対象45歳以下、支援金150万5年間支給） 13,500

地場産業、観光振興・発展　  （千円） 260,952

農地整備諸費（農道維持、広田、笹が浜、西唐樋等樋門管理、樋門改修等） 35,015

大崎上島就業支援事業（農業、漁業就業適正等） 6,960
有害鳥獣駆除対策費（捕獲報奨金、処理施設管理等） 17,101

商工観光施設整備事業（野賀海水浴場改修工事） 78,429
大串キャンプ場周辺施設管理運営費（ｼｰｶﾔｯｸ艇庫等改修） 26,002
観光振興対策諸費（広島駅ﾋﾞﾙﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ1,650） 11,604

水産振興対策諸費（沖浦漁船巻上施設整備16,457、各種団体補助等） 35,228
栽培漁業新魚種導入事業 6,407
商工振興対策諸費（商工会、造船海運振興協議会補助 等） 11,641
中小企業振興対策費（創業、持続化支援） 3,740

観光案内所管理運営事業 7,810
野賀海岸等公園管理運営費（海水浴場管理業務等） 2,795

こども医療費給付事業（こども医療費に係る交通費助成事業600 等） 18,141

広島商船高専活性化支援事業1,000、大崎海星高校活性化支援事業14,650 15,650
学習交流センター管理運営事業 64,190
公営塾運営事業 19,966

文教施設維持管理費（幼・小・中学校安全対策工事等） 8,276

外国青年招致費（ALT） 17,871

子育て・教育環境充実　　　 （千円） 274,810

放課後子どもプラン推進費（わくわくスクール） 28,987

子育て支援事業費（0〜6歳 月6000円支給） 11,520

子育て住宅維持管理費 1,019
母子保健事業費（母子支援ｾﾝﾀー、しまとも倶楽部、出産交付金、乳児訪問等） 9,280

町立学校情報機器等整備事業（1人1台端末更新、教育情報ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ4,447 等） 34,933

大崎上島学（郷土を学ぶためのﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ等） 1,723

社会体育5,944・生涯教育推進費990（体協補助、ｽﾎﾟｰﾂ・文化団体補助） 6,934

園児・児童・生徒送迎事業（ｽｸｰﾙバス運行、ﾏｲｶｰ通園助成） 36,320

道路維持費53,493、県道維持管理費25,748 79,241
農地整備諸費（中野片浜区流域調査、浸水対策7,126 等） 35,015

町道改良（山尻原下12,000、矢弓下組12,000、神峰山15,610、東原下向山44,000、草木12,243） 95,853

林道維持管理費 4,100
道路橋りょう整備事業（橋梁改修） 31,951

過疎地域振興対策事業費（路線バス運行補助、竹原ﾌｪﾘｰ〜駅間運行負担） 26,242

林道丸尾木越線改良事業（落石対策） 32,840

野犬等対策費（地域猫対策 等） 659

海上交通運航欠損補助事業 71,326

犯罪被害者等見舞金 406
生活衛生費（スズメバチ巣駆除補助500 等） 747

離島交通、生活環境対策　 　 （千円） 471,535

離島振興対策事業費（自動運航型旅客等輸送ｻｰﾋﾞｽ推進事業12,075 等） 13,181

コミュニティバス運行事業 64,552
空家等対策事業（危険建物除却、特定空家解体10,789） 15,422
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                                   （単位：千円） 

 令和７年度 増 減 額 増 減 率 令和６年度 

一 般 会 計 8,198,956 611,332 8.1% 7,587,624 

 

国民健康保険事業特別会計 872,131 ▲190,244 ▲17.9% 1,062,375 

介護保険事業特別会計 1,496,910 ▲52,458 ▲3.4% 1,549,368 

後期高齢者医療保険事業特別会計 209,000 ▲1,086 ▲0.5% 210,086 

港湾管理特別会計 25,282 274 1.1% 25,008 

漁港管理特別会計 5,773 845 17.1% 4,928 

交通事業特別会計 103,025 ▲6,657 ▲6.1% 109,682 

干拓地管理特別会計 5,359 ▲1,277 ▲19.2% 6,636 

特 別 会 計 合 計 2,717,480 ▲250,603 ▲8.4% 2,968,083 

計（一般会計＋特別会計） 10,916,436 360,729 3.4% 10,555,707 

下水道事業会計 543,571 ▲60,831 ▲10.1% 604,402 

合   計 11,460,007 299,898 2.7% 11,160,102 

※平成２９年度から簡易水道事業は、水道事業会計（企業会計）に移行。 

※令和６年度から公共下水道事業、農業集落排水事業は統合し、漁業集落排水事業とともに 

 下水道事業会計（企業会計）に移行。 

① 会計別予算総括表 

（３）予算の内容 

0
1,000,000
2,000,000
3,000,000
4,000,000
5,000,000
6,000,000
7,000,000
8,000,000
9,000,000

H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7

各会計規模の推移

一般会計 特別会計 下水道事業
 

（単位：千円） 
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  ８１億９，８９５万６千円 （前年度比較+611,332 千円 +8.1％） 

〔普通建設費、物件費等の増〕 
 

主な増要因： 定住促進住宅建設事業 308,014、商工観光施設整備事業（野賀）78,429  

消防防災設備機材等整備（備蓄倉庫棟）224,296 等 

主な減要因： 介護特別会計繰出金（ｻｰﾋﾞｽ給付見込み減）▲35,854  

木江保健センター整備（終了）▲146,133、カーボンニュートラル推進▲41,398 

一般会計当初予算規模の推移

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

9,000,000

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7

年  度 予  算  規  模 前 年 度 増 減 額 前年度増減率 

令和 ７ 年度 ８，１９８，９５６ ６１１，３３２ ８．１％ 

令和 ６ 年度 ７，５８７，６２４ △６５９，８９３ △８．０％ 

令和 ５ 年度 ８，２４７，５１７ ８６８，６２２ １１．８％ 

令和 ４ 年度 ７，３７８，８９５ △１８８，５６６ △２．５％ 

令和 ３ 年度 ７，５６７，４６１ △１１７，９２３ △１．５％ 

令和 ２ 年度 ７，６８５，３８４ ５９２，０１２ ８．３％ 

   令和 元 年度   ７，０９３，３７２     ２９０，５６１  ４．３％ 

平 成 ３ ０ 年 度   ６，８０２，８１１    △６８５，２８７ △９．２％ 

平 成 ２ ９ 年 度   ７，４８８，０９８     ３２１，５６７ ４．５％ 

平 成 ２ ８ 年 度 ７，１６６，５３１ △４０，１８０ △０．６％ 

平 成 ２ ７ 年 度 ７，２０６，７１１ ３０７，５９５ ４．５％ 

平 成 ２ ６ 年 度 ６，８９９，１１６ △１７９，８４２ △２．５％ 

平 成 ２ ５ 年 度 ７，０７８，９５８ △５１４，３８９ △６．８％ 

平 成 ２ ４ 年 度 ７，５９３，３４７ １７，８０９ ０．２％ 

平 成 ２ ３ 年 度 ７，５７５，５３８ △７７，５３５ △１．０％ 

平 成 ２ ２ 年 度 ７，６５３，０７３ ３８３，７７５ ５．３％ 

平 成 ２ １ 年 度 ７，２６９，２９８ △ ７６０，３３２ △ ９．５％ 

平 成 ２ ０ 年 度 ８，０２９，６３０ △５，６６１ △０．１％ 

平 成 １ ９ 年 度 ８，０３５，２９１ ２０９，７１７ ２．７％ 

平 成 １ ８ 年 度 ７，８２５，５７４ △ ８２，８３２ △ １．０％ 

平 成 １ ７ 年 度 ７，９０８，４０６ △６９，５２２ △０．９％ 

平 成 １ ６ 年 度 ７，９７７，９２８ △５０５，５９７ △６．０％ 

平 成 １ ５ 年 度 ８，４８３，５２５ - - 

② 一般会計予算の状況（推移） 

予算の内容 
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  ※町税は、固定資産税（償却）や法人町民税の影響により減少しました。 

  ※地方交付税は、普通交付税が増加しました。 

  ※国庫支出金は、デジタル基盤改革支援補助金や住宅費国庫補助金等により増加しました。 

  ※県支出金は、生活航路対策事業、参院選、県知事選委託金等により増加しました。 

  ※繰入金は、過疎地域持続的発展基金、地域振興基金等からの繰入が増加しました。 

  ※町債は、定住促進住宅建設費、公営住宅建設費等により増加しました。 

（単位：千円） 

③ 歳入予算の状況 

（単位：千円）

令和7年度（a) 令和6年度（ｂ) 増減額(c）= (a)- (b) 増減率（c）/（b）

町税 1,105,983 1,164,805 △ 58,822 △ 5.0 自主財源

地方譲与税 43,160 43,698 △ 538 △ 1.2

利子割交付金 682 303 379 125.1

配当割交付金 4,734 4,010 724 18.1

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 7,019 4,141 2,878 69.5

法人事業税交付金 20,826 18,482 2,344 12.7

地方消費税交付金 186,055 188,094 △ 2,039 △ 1.1

自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金 7,267 6,403 864 13.5

地方特例交付金 1,864 1,864 0 0.0

地方交付税 3,111,982 3,088,000 23,982 0.8

　普通交付税 2,851,982 2,828,000 23,982 0.8

　特別交付税 260,000 260,000 0 0.0

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 429 337 92 27.3

分担金及び負担金 83,868 100,000 △ 16,132 △ 16.1 自主財源

使用料及び手数料 113,963 108,074 5,889 5.4 自主財源

国庫支出金 686,885 533,975 152,910 28.6

県支出金 430,142 365,459 64,683 17.7

財産収入 33,458 33,253 205 0.6 自主財源

寄附金 43,001 43,001 0 0.0 自主財源

繰入金 1,068,293 912,775 155,518 17.0 自主財源

繰越金 1 1 0 0.0 自主財源

諸収入 157,444 165,749 △ 8,305 △ 5.0 自主財源

町債 1,091,900 805,200 286,700 35.6

計 8,198,956 7,587,624 611,332 8.1

歳　　入
予　　算　　額

備考
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  ※総務費は、DX 推進事業（電子決裁、人事給与ｼｽﾃﾑ）等により増加しました。 

  ※民生費は、介護特別会計繰出金（介護給付減）等により減少しました。 

  ※衛生費は、木江保健福祉センター整備の終了等により減少しました。 

  ※農林水産業費は、水産振興対策諸費（巻上施設、漁場改良）等により増加しました。 

  ※商工費は、商工観光施設整備事業（野賀、大串改修）等により増加しました。 

  ※土木費は、定住促進住宅、公営住宅建設事業等により増加しました。 

  ※消防費は、常備消防運営費（高規格救急車等）、消防防災設備費（備蓄倉庫等）等により 

増加しました。 

  ※教育費は、大崎上島文化センター整備事業（設備 LED 化）等により増加しました。 

  ※公債費は、新たな地方債償還により増加しました。 

 

④ 目的別歳出予算の状況 

予算の内容 

（単位：千円）

令和7年度（a) 令和6年度（ｂ) 増減額(c）= (a)- (b) 増減率（c）/（b）

議会費 76,080 71,740 4,340 6.0

総務費 1,706,130 1,648,598 57,532 3.5

民生費 1,521,946 1,523,549 △ 1,603 △ 0.1

衛生費 782,850 930,947 △ 148,097 △ 15.9

労働費 15,000 15,000 0 0.0

農林水産業費 281,148 263,097 18,051 6.9

商工費 217,554 178,427 39,127 21.9

土木費 1,033,375 720,208 313,167 43.5

消防費 621,200 358,279 262,921 73.4

教育費 691,716 671,939 19,777 2.9

災害復旧費 5 5 0 0.0

公債費 1,248,951 1,202,834 46,117 3.8

諸支出金 1 1 0 0.0

予備費 3,000 3,000 0 0.0

計 8,198,956 7,587,624 611,332 8.1

歳　　出
予　　算　　額

備考
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  ※人件費は、人事院勧告に伴う給与等改定により増加しました。 

  ※扶助費は、介護給付・訓練等給付費（サービス利用増）等により増加しました。 

※公債費は、新たな地方債償還により増加しました。 

  ※普通建設事業費は、定住促進住宅や消防防災設備費（備蓄倉庫等）等により増加しました。 

  ※物件費は、DX 推進事業（電子決裁、人事給与ｼｽﾃﾑ）等により増加しました。 

  ※補助費等は、下水道事業会計補助金、シルバー人材センター事業等により増加しました。 

  ※積立金は、垂水団地基金積立金等により増加しました。 

  ※貸付金は、奨学金貸付等の見込により増加しました。 

※繰出金は、介護保険事業特別会計繰出金等により減少しました。 

⑤ 性質別歳出予算の状況 

予算の内容 

 

令和7年度（a) 令和6年度（b) 増減額(c ） = ( a) - ( b) 増減率（c）/（b）

人件費 1 ,297 ,352 1 ,239 ,060 58 ,292 4 .7

扶助費 659 ,607 645 ,849 13 ,758 2 .1

公債費 1 ,207 ,923 1 ,161 ,964 45 ,959 4 .0

3 ,164 ,882 3 ,046 ,873 118 ,009 3 .9

普通建設事業費 1 ,173 ,866 821 ,606 352 ,260 42 .9

　うち 補助事業費 114 ,820 94 ,850 19 ,970 21 .1

　うち 単独事業費 1 ,059 ,046 726 ,756 332 ,290 45 .7

災害復旧事業 5 5 0 0 .0

1 ,173 ,871 821 ,611 352 ,260 42 .9

物件費 1 ,498 ,228 1 ,366 ,033 132 ,195 9 .7

維持補修費 123 ,347 124 ,205 △ 858 △ 0.7

補助費等 1 ,471 ,132 1 ,437 ,257 33 ,875 2 .4

積立金 82 ,528 81 ,306 1 ,222 1 .5

投資及び出資金 0 0 0 0 .0

貸付金 42 ,980 40 ,760 2 ,220 5 .4

繰出金 638 ,988 666 ,579 △ 27,591 △ 4.1

予備費 3 ,000 3 ,000 0 0 .0

3 ,860 ,203 3 ,719 ,140 141 ,063 3 .8

8 ,198 ,956 7 ,587 ,624 611 ,332 8 .1

予　　算　　額
備考

義務的経費

計

投資的経費

計

その他

計

合　　　　計

区　　　分

（単位：千円） 
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◆国民健康保険事業特別会計 （単位：千円）

令和7年度 増減額 増減率 令和6年度

予算規模 872,131 ▲ 190,244 -17.9% 1,062,375
（増減要因）
一般被保険者療養給付費▲144,773千円 等が減少しました。

 

◆介護保険事業特別会計 （単位：千円）

令和7年度 増減額 増減率 令和6年度

予算規模 1,496,910 ▲ 52,458 -3.4% 1,549,368
（増減要因）
居宅介護サービス▲12,500千円、施設介護サービス▲40,000千円等が減少しました。

 

◆後期高齢者医療保険事業特別会計 （単位：千円）

令和7年度 増減額 増減率 令和6年度

予算規模 209,000 ▲ 1,086 -0.5% 210,086
（増減要因）
医療費の見込に伴ない、後期高齢者広域連合への納付金等が減少しました。

 

◆港湾管理特別会計 （単位：千円）

令和7年度 増減額 増減率 令和6年度

予算規模 25,282 274 1.1% 25,008
（増減要因）
港湾における係船環設置工事1,408千円や海底浚渫工事1,067千円により増加しました。

 

◆漁港管理特別会計 （単位：千円）

令和7年度 増減額 増減率 令和6年度

予算規模 5,773 845 17.1% 4,928
（増減要因）
フィッシャリーナ補修工事380千円等により増加しました

 
 

 

 

（４）特別会計予算の状況 
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◆交通事業特別会計 （単位：千円）

令和7年度 増減額 増減率 令和6年度

予算規模 103,025 ▲ 6,657 -6.1% 109,682
（増減要因）
共有船使用料の支払い終了や船舶中間検査の影響により減少しました。

 

◆干拓地管理特別会計 （単位：千円）

令和7年度 増減額 増減率 令和6年度

予算規模 5,359 ▲ 1,277 -19.2% 6,636
（増減要因）
残土処分見込量により干拓地管理委託料（整地、散水）が減少しました。

 

◆下水道事業 （単位：千円）

令和7年度 増減額 増減率 令和6年度

予算規模 543,571 ▲ 60,831 -10.1% 604,402
（増減要因）
処理場建設改良費の長寿命化工事（汚水調整池）等の終了により減少しました。

 
 

※令和 6 年度から公共下水道事業特別会計に農業集落排水事業が統合され、 

漁業集落排水事業特別会計とともに、下水道事業会計（企業会計）へ移行 

しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）特別会計等予算の状況 
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基　　金　　名 R1年度残高 R2年度残高 R3年度残高 R4年度残高 R5年度残高 R6年度残高見込
R7年度当初

年度末残高見込

財政調整基金 1,946,029 1,995,961 2,065,909 2,363,551 2,314,570 1,689,737 955,733

減債基金 572,928 574,737 861,490 863,371 865,322 891,542 893,509

ふるさとづくり基金 403,319 329,319 295,511 263,950 205,097 160,791 94,022

垂水団地基金 91,177 91,465 100,529 100,749 116,159 126,218 137,230

長島大橋維持管理基金 105,592 105,541 103,975 103,795 103,770 103,413 103,121

地域福祉基金 78,703 75,100 74,627 70,151 66,113 61,287 42,393

地域振興基金 1,561,724 1,566,654 1,589,175 1,574,194 1,577,752 1,581,344 1,442,584

過疎地域持続的発展基金 663,929 724,525 784,907 769,798 701,528 761,126 721,047

共同墓地基金 18,335 18,393 18,440 18,481 18,373 18,415 18,457

森林環境譲与税基金 2,397 3,746 5,099 5,112 5,124

その他特定目的基金　計 2,922,779 2,910,997 2,969,561 2,904,864 2,793,891 2,817,706 2,563,978

土地開発基金(現金のみ） 206,756 206,598 206,598 206,598 206,598 206,598 206,598

国光奨学金基金(貸付金を含む） 12,771 12,782 12,793 12,801 12,805 12,809 12,813

古田奨学金基金(貸付金を含む） 51,158 51,217 51,272 51,307 51,324 51,341 51,359

定額運用基金　計 270,685 270,597 270,663 270,706 270,727 270,748 270,770

国保基金 71,044 71,269 76,875 96,351 109,453 113,598 105,220

介護給付準備基金 140,201 155,666 168,523 216,966 270,244 304,478 305,092

下水道事業減債基金 4,019 8,477 17,426 18,220 18,220 18,261 18,303

大串干拓地整備基金 41,439 36,427 31,785 28,689 26,468 22,964 19,235

特別会計基金　計 256,703 271,839 294,609 360,226 424,385 459,301 447,850

総　　計 5,969,124 6,024,131 6,462,232 6,762,718 6,668,895 6,129,034 5,131,840

各　　種　　基　　金　　一　　覧　　表

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

減債基金 財政調整基金 その他基金

 

 
 
 

（５）基金・地方債現在高一覧表 

①各種基金一覧表 

（単位：千円） 

（単位：千円） 
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　 (単位：千円）

会計 R1年度末残高 R2年度末残高 R3年度末残高 R4年度末残高 R5年度末残高 R6年度末見込
R7年度当初
年度末見込

一般会計 10,375,362 10,524,650 10,732,633 10,811,112 10,569,014 10,434,573 10,314,248

交通事業特別会計 39,399 35,565 31,707 27,826 23,923 19,995 16,043

下水道事業 1,267,453 1,175,099

公共下水道事業特別会計 963,448 912,537 882,223 884,286 923,587

農業集落排水事業特別会計 187,494 178,568 165,792 155,710 143,851

漁業集落排水事業特別会計 273,139 274,929 281,424 264,557 246,038

合計 11,838,842 11,926,249 12,093,779 12,143,491 11,906,413 11,722,021 11,505,390

※令和６年度から公共下水、農集は統合。公共下水、漁集は法適化し下水道事業に引き継ぐ。

地　方　債　残　高　一　覧　表

 
 
 
 

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

一般会計 特別会計等

 
 

 

                                      

②地方債残高一覧表 

（単位：千円） 

（５）基金・地方債現在高一覧表 
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令和７年度に行う主な事業を紹介します     
定住・企業誘致・PR 促進                   

◎新規 定住促進住宅建設事業（建設課） 

予算額 ３億８０１万円 

事業概要 交流人口、関係人口の拡大に伴い、移住定住の受け皿となる、新たな

定住促進住宅を整備します。 

 

R7：設計監理、用地取得、工事 

              

           

 

継続 親子ワーケーション事業〔教育の島推進事業〕（企画課） 

予算額 ８２万円 

事業概要 リモートワークが可能な職種を対象とし、親子で有意義に大崎上島

町で過ごしてもらえるよう、応募により地域での体験メニューを実施

します。島暮らしの良さを伝えるとともに、交流人口、関係人口の増

加と移住定住へのきっかけ作りに取り組みます。 

                 

 

（６）令和７年度の主な事業          
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継続 医療及び福祉従事者就職支援金（保健衛生課） 

予算額 ３１６万円 

事業概要 町内の医療及び福祉従事者人材確保のため、就職支援します。 

 

【対象】看護師、准看護師、保健師、社会福祉士、管理栄養士 等 

 

【内容】（就職支援金）20 万円（一時金） 

（定住支援金）1 年経過毎 24 万円（最長 5 年） 

 

 

継続                            医療及び福祉従事者奨学金返還支援補助事業（福祉課） 

予算額 １８万円 

事業概要 奨学金を利用して資格を取得し、町内の医療、福祉事業所等に就職す

る方に対し、奨学金返済費用を支援します。 

 

【対象】日本学生支援機構奨学金、地方公共団体が実施する奨学金等 

【資格】看護師、准看護師、介護福祉士、社会福祉士、保育士等 

【内容】返還額と年 18 万円（月額 1 万 5 千円）のいずれか低い額  

補助期間 5 年間（60 か月：上限 90 万円） 

１月から 12 月の支払い実績に応じ一括交付 

 

                 

                        

継続 介護資格及び資格更新支援金事業（福祉課） 

予算額 ６０万円 

事業概要 介護サービスを提供する上で必要な介護資格の取得や更新を行った方

に補助金を交付します。 

 

【対象】（取得）介護福祉士、介護支援専門員、主任介護支援専門員 

（更新）介護支援専門員、主任介護支援専門員 

 

【内容】資格取得支援補助金 10 万円 

    資格更新支援補助金 10 万円 
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継続 住宅新築改築助成事業（建設課） 

予算額 ２，０００万円 

事業概要 町内業者により自己の居住する住宅の新築・改築工事をされる方に助

成金を交付しています。また、空き家活用のための改修工事等にも助

成し、空き家対策にも取り組んでいます。 

 

【内容】 

（新築・改築助成）30 万円以上の工事 工事費の 10％ 上限 30 万円 

（空き家活用助成）対象工事費の 1/2 上限 100 万円 

（空き家活用奨励金）家財等整理のための経費として家主に 10 万円 

   

 

 

継続 ふるさと納税推進事業（総務課） 

予算額 ２，７８０万円 

事業概要 新たに、現地で宿泊やレジャー体験等のふるさと納税返礼品を受け

取ることができる、「現地決済型寄付」を導入し、本町ならではの「体

験メニュー」と連携した返礼品の開発により、大崎上島の魅力 PR と財

源確保に取り組みます。 
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地域福祉対策・医療体制確保             

◎新規 あんしん見守り事業（福祉課） 

予算額 ２５９万円 

事業概要 一人暮らし高齢者等の見守りサービスを充実させ、住み慣れた地域で、

安心して暮らせる環境を支えます。 

【対象】 

70 歳以上の一人暮らし高齢者及び障がい者手帳 1 級、2 級の方 

【内容】 

利用者宅のトイレや洗面所等の電球を「ハローライト電球（通信機能

付き LED 電球）」に交換。24 時間中に電球の ON/OFF が確認できない場

合は、事前登録した家族等のメールアドレスに通知。また、依頼により、

委託先業者スタッフが訪問し状況確認。 

 
 

 

◎新規 骨髄ドナー助成金交付事業〔保健衛生諸費〕（保健衛生課） 

予算額 １４万円 

事業概要 骨髄ドナーとなった際の経済的負担を軽減するため、通院や入院に際

しての助成を行います。 

【内容】 

助成額：入院・通院 １日 2 万円（上限 14 万円） 

 

 

◎新規 予防接種健康被害調査事業〔予防接種事業費〕（保健衛生課） 

予算額 ８万円 

事業概要 予防接種法に基づく、予防接種によって惹き起こしたと考えられる健

康被害発生に際し、事例を医学的見地から調査し、必要な助言を行え

るよう町内医療の救済体制を円滑化に努めます。 
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継続 救急搬送患者等宿泊費補助事業（保健衛生課） 

予算額 １５万円 

事業概要 町外の医療機関へ救急搬送され受診の後、フェリー終便後の帰宅指示

等のため、宿泊を余儀なくされた方に対し、宿泊費を補助します。 

 

【対象】 

搬送患者本人及び付添人 2 名まで 

【内容】 

1 日１人 5 千円（上限） 

 

 

 

継続 シルバー人材センター事業（福祉課） 

予算額 １，４５１万円 

事業概要 「いつまでも元気にいきいきと暮らせる大崎上島」を目指し、高齢者

の就業機会の創出、生活の充実、福祉の増進のため、シルバー人材セ

ンターの運営を支援していきます。 
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危機管理・防災対策                 

◎新規 消防・防災設備機材等整備費 （総務課） 

予算額 ２億４，６６１万円 

事業概要 いつ起こるかわからない災害等に備え、大規模災害を想定した備蓄

品確保のための新たな備蓄倉庫のほか、既存倉庫への進入路の拡幅等

により、迅速な災害対応に努めます。また、救急救命措置に対応でき

るよう、各地区消防屯所にＡＥＤセットを設置します。 

 

【R7 主な取組】 

・防災備蓄倉庫新設、少量危険物倉庫新設工事 

・防災倉庫進入路橋梁点検 

・防災倉庫進入路拡幅工事 

・マンホール対応型トイレ（22 基）等購入 

・ＡＥＤセット購入（各消防屯所設置） 
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継続 避難の呼びかけ体制構築事業〔災害対策費〕（総務課） 

予算額 ５８万円 

事業概要 まちづくりの根幹となる連絡区等による、防災資機材の購入等、避難

の呼びかけ体制構築（自主防災組織）や実践を支援し、災害に強いま

ちづくりを推進して行きます。 

 

【R7 主な取組】 

・避難の呼びかけ体制構築支援事業補助金 

（新組織） 訓練に係る経費 10/10 上限 10 万円 

（実践組織）訓練に係る経費 10/10 上限 2 万 5 千円 

 

 

 

継続 集会施設整備事業（総務課） 

予算額 ５，１４４万円 

事業概要 災害時の避難施設として位置付けられている集会所等へ、停電時でも

電源が確保できるよう太陽光発電設備の設置を進めています。 

 

【R7 設置箇所】 

（大崎）向山、長島集会所 

（東野）鮴崎、脇之浦集会所 

（木江）上の谷集会所 
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地場産業発展・観光振興               

◎新規 野賀海水浴場改修事業〔商工観光施設整備事業〕（地域経営課） 

予算額 ７，８４３万円 

事業概要 本町、有数の観光スポットである野賀海水浴場（木江地区）周辺のさ

らなる魅力化を図るため、整備計画に基づき一体的な改修を進めてい

きます。 

R7：工事・監理 

               

  

 

◎新規 大串キャンプ場周辺施設管理運営費（地域経営課） 

予算額 ２，６００万円 

事業概要 大串キャンプ場をより利用しやすい施設とする為、施設の増設や修繕

改修を行います。 

 

・シーカヤック艇庫修繕等工事 

・キャンプ場炊事棟改修工事 

・キャンプ場四阿修繕工事 

・バリアフリートイレ扉取替工事 
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◎新規 広島駅ビルプロモーション事業〔観光振興対策諸費〕（地域経営課） 

予算額 １６５万円 

事業概要 ＪＲ広島駅ビルで新たに展開される「Ｄｏｔｓ」事業に参画し、年間

を通して、島の魅力や特産品のＰＲを行い、人の流れを呼び込みます。 

                 

                       

継続 中小企業振興対策費（地域経営課） 

予算額 ３７４万円 

事業概要 中小企業に対する振興対策として創業支援、持続化支援を行っていま

す。 

【支援内容】 

（創業支援）創業経費の 1/2 上限 50 万円 

（事業持続化支援）持続化のため必要経費の 1/2 上限 30 万円 

 

 

継続 大崎上島町就業者支援事業（地域経営課） 

予算額 ６９６万円 

事業概要 農業、漁業の担い手確保のため、新規就業者等の支援により、地場産

業の振興と発展につなげます。 

 

【支援内容】 

（産業部門）UI ターン者を 6 カ月以上雇用の事業者に奨励金を交付 

1 名 24 万円 1 事業者上限 48 万円 

（農業部門）①就業適正化判断期間支援 月 6 万 5 千円/人（最大 1 年） 

      ②兼業農家支援 月 3 万円/人（最大 2 年） 

（漁業部門）①就業適正化判断期間支援 月 6 万 5 千円/人（最大 1 年） 

      ②新規漁業者支援 月 6 万 5 千円/人（最大 2 年） 
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子育て・教育環境充実                

◎新規 こども医療費に係る交通費助成事業 

〔こども医療費給付事業〕（福祉課） 

予算額 ６０万円（町外交通費助成） 

事業概要 医療費の助成に加え、新たに、お子様の疾病等により町外医療機関を

受診する際に係る、自動車等の交通費を助成します。 

【対象】 

こども医療費受給者証の対象者 

【内容】 

助成額：5 千円（上限） 

                    

 

◎新規 町立学校情報機器等整備事業（教育課） 

予算額 ３，４９３万円 

事業概要 国の「ＧＩＧＡスクール構想の実現」に向け、R2 年に整備した児童

生徒１人１台のＰＣ端末を更新等により、引き続き教育現場での DX 化

を推進し、より良い教育環境構築を推進して行きます。 

                  

             

◎新規 大崎上島幼稚園非常通報装置設置事業 

〔文教施設維持管理費〕（教育課） 

予算額 ５７万円 

事業概要 全国で幼稚園や保育園を狙った特異事件が増加している中で、園児

と保護者、職員の安全を守るため、警察へ直接つながる非常通報装置

を設置します。 
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継続 母子保健事業費（保健衛生課） 

予算額 ９２８万円 

事業概要 母と子の健康を守り、健やかな妊娠、出産、育児が行えるようトー

タル的にサポートしていきます。 

 

・母子健康包括支援センター運営 

・新生児、乳児、産婦訪問 

・乳幼児相談 

・妊産婦・乳児健診 

・１歳６カ月、３歳児健康診査 

・しまとも倶楽部開催（保護者交流） 

・子どものための料理教室  など 

                                    

 

離島交通・生活環境対策                

◎新規 中野片浜地区流域調査・浸水対策業務 

〔農地整備諸費〕（建設課） 

予算額 ７１３万円 

事業概要 大雨時における地域の家屋浸水被害を回避するため、流域調査を実施

し、浸水対策を行います。 
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◎新規 スズメバチ巣駆除費補助事業〔生活衛生費〕（保健衛生課） 

予算額 ５０万円 

事業概要 家屋等に作られたスズメバチの巣の駆除費用を一部補助し、日常生活

の安全、安心の確保に努めます。 

 

【内容】 

助成額：駆除費用 1/2（上限 1 万円）  

 

 

 

◎新規 犯罪被害者等見舞金（住民課） 

予算額 ４１万円 

事業概要 県内でも機運が高まる「犯罪被害者等への支援」について本町でも取

り組むため、犯罪被害に遭われた方や、家族、遺族が少しでも平穏な

生活を取り戻せるようお見舞金を支給します。 

 

【内容】 

傷害見舞金：10 万円 

遺族見舞金：30 万円 
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継続 自動運航型旅客・貨物輸送サービス推進事業 

〔離島振興対策事業〕（企画課） 

予算額 １，２０８万円 

事業概要 離島としての交通問題や生活支援等の課題に対し、様々な可能性を探

求し、より暮らしやすい大崎上島町を目指します。 

 

【R7 主な内容】 

・自動運航型旅客・貨物輸送サービス推進事業 

R6 に引き続き、高速バスかぐや姫号の広島発最終便と連携した、本

島への夜間、早朝の交通手段の導入実現に向けた試験運航を実施し、

離島における生活環境の充実に取り組みます。 

 

           

 

 

継続 コミュニティバス運行事業（企画課） 

予算額 ６，４５５万円 

事業概要 おと姫バスの運行により、町内交通の充実に取り組んでいきます。 

 

 

 



（参考資料）　社会保障財源交付金の充当状況

（歳入） 社会保障財源交付金 102,065 千円

（歳出） 社会保障施策に要する経費 1,113,850 千円

（単位：千円）

国・県支出金 町債 その他 うち社会保障財源化分

障 害 者 福 祉 336,181 240,276 3,024 92,881 17,451

高 齢 者 福 祉 136 136 26

児 童 福 祉 244,266 159,606 27,100 57,560 10,815

母 子 福 祉 6,378 4,099 2,279 428

生 活 保 護 66,585 49,974 16,611 3,120

小 計 653,546 453,955 30,124 169,467 31,840

介 護 保 険 197,272 10,696 186,576 35,054

国 民 健 康 保 険 58,227 33,616 24,611 4,624

小 計 255,499 44,312 211,187 39,678

高 齢 者 医 療 149,636 34,381 115,255 21,655

健 康 対 策 15,381 2,063 3,737 9,581 1,800

疾 病 予 防 33,816 33,816 6,354

母 子 保 健 5,972 2,041 3,931 738

小 計 204,805 38,485 3,737 162,583 30,547

1,113,850 536,752 33,861 543,237 102,065

特定財源 一般財源

合 計

社
会
福
祉

社
会
保
険

保
健
衛
生

経費区分
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